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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第18期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。第17期中、第17期、第18期及び第19期中の潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

第一部 【企業情報】

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 32,030 32,164 38,179 73,896 75,418

経常利益 
又は経常損失(△)

(百万円) 947 △492 2,153 7,124 4,431

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) 309 △1,267 1,087 3,648 836

純資産額 (百万円) 30,275 30,441 30,496 32,713 30,076

総資産額 (百万円) 63,524 62,943 67,245 62,956 64,981

１株当たり純資産額 (円) 685.73 689.52 710.11 735.28 691.34

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失
(△)金額

(円) 7.01 △28.72 25.32 76.95 10.22

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.7 48.4 45.4 52.0 46.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,617 △4,094 △4,605 4,813 5,867

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △478 △1,243 △517 △1,027 653

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,115 4,616 4,632 △4,769 △4,745

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,578 2,869 4,890 3,539 5,357

従業員数
〔外・平均臨時雇用者数〕

(名) 818
〔214〕

858
〔206〕

947
〔194〕

831
〔213〕

877
 〔207〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第17期中、第17期、第18期中、第18期及び第19期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高又は営業収益 (百万円) 18,003 16,906 5,681 45,993 19,283

経常利益 (百万円) 138 2,290 783 3,500 2,340

中間(当期）純利益 (百万円) 294 2,398 324 2,042 2,245

資本金 (百万円) 4,229 4,229 4,229 4,229 4,229

発行済株式総数 (株) 46,157,810 46,157,810 46,157,810 46,157,810 46,157,810

純資産額 (百万円) 19,847 22,344 19,797 20,787 19,727

総資産額 (百万円) 54,305 53,236 45,482 51,799 47,041

１株当たり純資産額 (円) 449.53 506.12 460.96 469.87 459.33

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

(円) 6.66 54.34 7.56 45.29 50.89

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 20.00 20.00 20.00 40.00 40.00

自己資本比率 (％) 36.5 42.0 43.5 40.1 41.9

従業員数
〔外・平均臨時雇用者数〕

(名) 367
〔36〕

368
〔34〕

117
〔6〕

375
〔35〕

78
〔6〕



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及びその子会社18社（うち連結子会社15社）と関連会社３社により構成され、音

楽・映像ソフトの企画・制作、製造及び販売並びに配信事業及びそれに関連するサービス業務を主な事業

としております。 

なお、従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりまし

たが、平成17年4月1日のグループ各社の構造改革（各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に

伴い、当社グループの社内管理区分をベースに、製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して「Ｃ

Ｃ（コンテンツ・クリエイティヴ）事業」、「ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業」、「ＮＣ

（ネットワーク・コミュニケーション）事業」、「ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業」、「その

他の事業」の５区分に変更いたしました。変更の内容につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連

結財務諸表等 注記事項（セグメント情報）」に記載されているとおりであります。 

  

（ＣＣ（コンテンツ・クリエイティヴ）事業） 

音楽・映像コンテンツの制作・宣伝、及びアーティスト・タレントのマネージメント業務、音楽出

版事業、著作隣接権等印税収入、映画配給、スタジオ運営等を行っております。 

  

（ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業） 

音楽・映像コンテンツの製造(パッケージ製造)及び販売事業を行っております。 

  

（ＮＣ（ネットワーク・コミュニケーション）事業） 

音楽・映像コンテンツの配信事業、ファンクラブ事業、マーチャンダイジング事業を行っておりま

す。 

  

（ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業） 

ライヴ・コンサートの企画・制作事業を行っております。 

 

（その他の事業） 

新人アーティストの開発・育成事業、スクール事業（エイベックス アーティストアカデミー）、

レストラン事業、不動産賃貸事業他を行っております。 

  



以上述べた事項を事業系統図によって示すと、以下のとおりであります。 

  
 

  



３ 【関係会社の状況】 

（1）合併及び商号変更 

当社グループは平成17年４月１日をもって、グループ各社の各事業領域及び事業構造・管理機能の再

編を、会社分割、合併及び株式交換によって実施いたしました。これにより、エイベックス㈱（連結子

会社）はエイベックス・エンタテインメント㈱（連結子会社）に、㈱プライム・ディレクション（連結

子会社）はエイベックス・ライヴ・クリエイティヴ㈱（連結子会社）に、㈱アクシヴ（連結子会社）は

エイベックス・プランニング＆デベロップメント㈱（連結子会社）に、エイベックス・ディストリビュ

ーション（連結子会社）はエイベックス・マーケティング・コミュニケーションズ㈱（連結子会社）に

それぞれ商号変更いたしました。 

また、同日付で、㈱ハウディインターナショナル（連結子会社）、㈱エレファント・ピクチャー（連

結子会社）並びに㈱ベイビーアトランティック（連結子会社）の３社につきましては、それぞれエイベ

ックス ネットワーク㈱（連結子会社）、エイベックス・エンタテインメント㈱（連結子会社）、エイ

ベックス・プランニング＆デベロップメント㈱（連結子会社）に合併し解散いたしました。 

  

（2）除外 

㈱ホールネットワーク（持分法適用関連会社）は、平成17年５月に当社保有株式を売却したため提出

会社の関係会社に該当しなくなりました。 

また、BIG APPLE ANIME FEST CORPORATION（持分法適用関連会社）は、平成17年９月に当社保有株式

を売却したため提出会社の関係会社に該当しなくなりました。 

  

（3）新規 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 

 
  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業内容

議決権の所有
割合 
(％)

関係内容

(連結子会社） 
 

㈱ Para.TV

東京都 
港区

64 
ネットワーク・
コミュニケーシ
ョン事業

50.9
（50.9）

                        
役員の兼任2名

(持分法適用関連会社） 
 

㈱エル・カミノ・リアル

神奈川県 
横浜市 
港北区

185 
ネットワーク・
コミュニケーシ
ョン事業

20.4
（20.4）

 
―  

 

(注) 1 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
2 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書）は間接所有であります。



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 全社(共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

円満な労使関係にあり、労働組合は結成されておりません。 

事業の種類別セグメントの名称   従業員数(名)

ＣＣ（コンテンツ・クリエイティヴ）事業 391 （34） 

ＰＣ (パッケージ・コミュニケーション）事業 249 （30）

ＮＣ（ネットワーク・コミュニケーション）事業 106 （19） 

ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業 22  （4）

その他の事業 53（101）

全社（共通） 126  （6） 

合計 947（194）

従業員数(名) 117(6)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まりという懸念材料はあるものの、ＧＤ

Ｐの4四半期連続プラス成長が示すように、堅調な企業収益と設備投資の増加に支えられ、個人消費も

緩やかながら回復基調を持続しております。 

  音楽業界におきましては、平成17年4月から9月のCD生産金額が、前年同期比5.5％増（社団法人日本

レコード協会調べ）となり、平成12年3月期以来減少し続けてきた市場規模が、ここに来て前年同期を

上回りました。また着うた®市場においては前年同期比較で倍増（当社調べ）と好調に推移しており、

昨年11月にサービスインした携帯電話向け音楽配信「着うたフル™」も順調に推移しております。さら

に、アップル社の「ⅰTunes Music Store 」は、本年8月4日に日本でもオンラインストアをオープン

し、わずか4日間で100万件のダウンロード数を記録（8月8日アップル社発表）し、ＰＣ音楽配信市場が

拡大しつつあります。 

一方映像ソフト業界におきましては、レンタル店向け・業務用は引き続き好調でありましたが、発売

タイトルに大型作品が少なかったことなどが影響して一般販売が振るわず、平成17年4月から9月のＤＶ

Ｄビデオソフトのみの売上金額が前年同期比0.4％増とほぼ横這いとなり、また、ビデオソフト全体と

してはビデオカセットが大きく減少したため前年同期比8.5％減（社団法人日本映像ソフト協会調べ）

となっております。 

  このような状況の下で、当社グループは新しい環境変化に適応し、「クリエイティヴ・ベースト・カ

ンパニー」として更なる成長を遂げるために4月より事業会社を再編成し、拡大する音楽配信市場への

対応や、さらには映像コンテンツビジネスを音楽コンテンツビジネスに次ぐ柱とすべく、当中間連結会

計期間では良質なコンテンツ制作・獲得を推進しております。その結果、当社グループの当中間連結会

計期間の連結売上高は、381億79百万円（前年同期比18.7％増）、営業利益が19億99百万円（前年同期

比24億79百万円増）、経常利益が21億53百万円（前年同期比26億46百万円増）、中間純利益が10億87百

万円（前年同期比23億55百万円増）となり、予想を上回る業績をあげることができました。さらに今後

も構造改革の歩みが停滞することのないように注力してまいります。 



  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、従来事業の種類別セグメントを「音

楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平成17年4月1日のグループ各社の構造

改革（各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社グループの社内管理区分をベー

スに、製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して「ＣＣ事業（コンテンツ・クリエイティヴ事

業）」、「ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケーション事業）」、「ＮＣ事業（ネットワーク・コミュ

ニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）」、「その他の事業」の5区

分に変更いたしました。 

① パッケージ・コミュニケーション事業（ＰＣ事業） 

当中間連結会計期間における音楽レーベル売上高を前年同期と比較しますと、ＣＤアルバムの発

売タイトル数は減少したものの、１タイトル当りの販売枚数が大幅に増加したことに加え、ＣＤシ

ングルの発売タイトル数が増えたことにより、全体で前年同期比33.9％増加いたしました。 

一方映像レーベル売上高は、ＤＶＤ等発売タイトル数は増加したものの、１タイトル当りの販売

枚数が減少したため、前年同期比5.5％減少いたしました。 

  その結果、PC事業（セグメント間消去前）では、売上高226億1百万円（前年同期比14.9％増）、

営業利益3億3百万円（前年同期比168.1％増）となりました。 

② ネットワーク・コミュニケーション事業（ＮＣ事業） 

当中間連結会計期間においても、携帯電話での有料音楽配信「着うた®」は、当社楽曲でダウン

ロード数が2,433万件（前年同期比98.7％増）、「着うたフル™」は251万件と順調に推移しており

ます。当社では、6月よりサービスインした携帯電話での会員制有料音楽配信サービス「ミュゥモ

™」に加え、8月よりＰＣ音楽配信「@MUSIC ミュゥモ™」を開始し、サービスの場を広げてまい

りました。さらにアップル社の「ⅰTunes Music Store 」にも配信楽曲の提供を開始し、当社の保

有コンテンツを自社・他社の区別なく流通へ供給し、ユーザーの利便性向上の要求に対応してまい

りました。 

この結果、NC事業（セグメント間消去前）では、売上高69億54百万円（前年同期比58.9％増）、

営業利益5億22百万円（前年同期比17.6％増）となりました。 

③ ライヴ・コミュニケーション事業（ＬＣ事業） 

当中間連結会計期間は、前年同期と比較して外部の招聘アーティストのコンサートが減少したも

のの、コンサートツアーを行った所属アーティストが増え、さらに動員数も増加しました。その結

果、ＬＣ事業（セグメント間消去前）においては、売上高44億64百万円（前年同期比8.4％増）、

営業利益2億45百万円（前年同期比69.0％増）となりました。 

④ コンテンツ・クリエイティヴ事業（ＣＣ事業） 

当社の市場ニーズを捉えたコンテンツ供給とプロモーション活動が功を奏し、ＰＣ事業のパッケ

ージ販売及びＮＣ事業の音楽配信からのコンテンツ印税収入が増加し、原価率も改善したこと及び

ＣＭ出演等のアーティスト関連収入が増加したことにより、ＣＣ事業（セグメント間消去前）にお

いては、売上高191億8百万円（前年同期比24.1％増）、営業利益6億52百万円（18億98百万円増）

となりました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計年度末における現金及び現金同等物は、48億90百万円（前年同期比20億20百万円増）

となりました。各区分毎のキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、当中間連結会計期間において資金の減少が46億5百万円（前年同期比5億10百万円

増）となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が19億69百万円と改善したことや、たな卸

資産の減少による資金増加要因16億39百万円、法人税等の還付額９億83百万円など資金の好転要因が

あったものの、売上債権の増加31億32百万円や映像使用化権等の前渡金増加19億55百万円の他、法人

税等の支払額が37億74百万円となったため資金が減少したものであります。 

  

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、当中間連結会計期間で資金の減少が5億17百万円（前年同期比7億25百万円増）と

なりました。これは主に、本社ビルのリニューアルやネットワーク関連の投資など13億33百万円並び

に投資有価証券4億17百万円の取得をしたためであります。なお、当中間連結会計期間では、投資有

価証券の売却による収入（一部償還を含む）13億19百万円があります。 

  

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、増加した資金は、46億32百万円（前年同期比16百万円増）となりました。これは

主に。長期・短期借入による資金調達70億円を実施したことで資金が増加したものであります。な

お、資金の減少としては長期借入金の返済15億1百万円や配当金の支払8億64百万円を行いました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなりま

す。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。なお、音楽・映像パッケージの生産の内、コンテンツの制作はＣＣ

（コンテンツ・クリエイティヴ）事業で受け持っておりますが、正確な数値の記載が困難なため合計額を記

載しております。 

２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 事業区分の変更 

従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平成

17年4月1日のグループ各社の構造改革(各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社グル

ープの社内管理区分をベースに、製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して「ＣＣ(コンテンツ・ク

リエイティヴ）事業」、「ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業」、「ＮＣ（ネットワーク・コミュ

ニケーション）事業」、「ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業」、「その他の事業」の5区分に変更い

たしました。変更の内容につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 注記事項（セグメ

ント情報）」に記載されているとおりであります。 

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなりま

す。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 事業区分の変更 

従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりました が、平成

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業 22,976 130.6

合計 22,976 130.6

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％)

ＣＣ（コンテンツ・クリエイティヴ）事業 4,330 102.3

ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業 22,509 116.0

ＮＣ（ネットワーク・コミュニケーション）事業 6,683 173.1

ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業 3,961 104.7

その他の事業 694 78.7

合計 38,179 118.7

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱星光堂 3,380 10.5 4,387 11.5



17年4月1日のグループ各社の構造改革(各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社グ

ループの社内管理区分をベースに、製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して「ＣＣ(コンテンツ・

クリエイティヴ）事業」、「ＰＣ（パッケージ・コミュニケーション）事業」、「ＮＣ（ネットワーク・コミ

ュニケーション）事業」、「ＬＣ（ライヴ・コミュニケーション）事業」、「その他の事業」の5区分に変更

いたしました。変更の内容につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 注記事項（セグ

メント情報）」に記載されているとおりであります。 

    

  



３ 【対処すべき課題】 

当社は、前期より持株会社体制に移行し、これを第２の創業期と位置付け、全社員参加型のエイベック

ス・グループの構造改革を推進しております。この構造改革の目的は、当社グループを私たち自身が本当

に誇りに思えるエンタテインメント企業グループに創りかえることであり、今までの既成概念にとらわれ

ず、ゼロベースで徹底的に全てを見直し、一人一人の自己改革を図ることです。 

 前期にプロジェクトを作り検討してきた課題については、ビジョンやゴール設定を経て、今期実行段階

に移っております。その中でも成果が現われているものもあれば、検討を継続しているものもあります。

今期には所属アーティスト毎にブランドマネージャーを配し、担当アーティストのブランド戦略の策定か

らプロジェクトの実行まで、全ての責任を持って統括するブランドマネジメント体制を確立しました。そ

のアーティストの資質に合わせたビジネス展開をマスタープラン化し、リーダーシップを持って自らの責

任のもとに的確かつ迅速な意思決定を行った結果、アーティストブランドを確立した成功事例がでてきて

おります。 

  またアジア市場においては音楽、映像、アーティストの開発等様々な分野でパートナーとビジネス展開

を検討し、事業化の準備を着々と進めております。 

 

  このような構造改革の成果を糧に、当社グループはエンタテインメント・ビジネスのリーディングカン

パニーを目指し、クリエイティヴとコミュニケーションを強化することにより、新たなブランドを創生

し、その循環をシームレスに行い、企業価値を高めるために、以下の項目を対処すべき課題として取り組

んでまいります。 

 

① クリエイティヴ・ベースト・カンパニーへの進化 

  社員全員を対象として、“創造性”を発揮した人への報奨制度「クリエイティヴ・ポケット・アワー

ド」を新設。コンテンツ制作のクリエイティヴだけでなく、当社グループ内のあらゆる業務において、ク

リエイティヴ能力を発揮した社員を表彰する。これを動機付けとして、多くの社員がその能力を発揮し、

当社グループ全体が常に活性化していくこと。 

 

② コミュニケーション戦略の強化 

  クリエイティヴによって創り出されたコンテンツをパッケージ、配信、コンサート及びメディア等、あ

らゆる機会を通して提供していくこと。さらに顧客と双方向で情報交換を行い、様々なニーズを獲得して

いき、その情報交換の場を日本のみならずアジア全体に広げていくこと。 

 

③ ブランディング戦略の強化 

  個々のアーティストの特性を活かしたビジネス戦略を構築し、音楽だけでなく映像、ファッション等の

分野にも展開を図り、そのアーティストのブランドを確立する。さらに音楽映像事業においては、レーベ

ルカラーを強化し、様々なレーベルを打ち出し、顧客セグメント拡大と当該顧客層へのブランド訴求を同

時に行っていくこと。 

 

④ 人材育成の強化 

  戦略、組織、諸制度といったハード部分の構造改革を具現化していくためには、思考、行動といった人

材に関わるソフト部分の改革が不可欠だと考え、単なるスキルアップや知識習得にとどまらない、部門を

越えた実際の課題を外部からファシリテーターを招き、グループ内選抜のクロスファンクショナル・チー

ムにより解決していくという研修をスタート。   



  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

   当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画について重要 

  な変更はありません。 

  

（2）重要な設備計画の完了 

    前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次の 

     とおりであります。 

 
（注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（3）新たに確定した重要な設備計画 

    当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 
 

投資等(百万円) 
 

完了年月 
 

完成後の 
増加能力

提出会社
本社事務所  
(東京都港区)

全社(共通)
本社リニューアル
に係る事務所内装
設備

340 平成17年6月 -

エイベックス 
・エンタテイ
ンメント㈱

本社事務所  
(東京都港区)

ＣＣ(コンテンツ 
・クリエイティ
ヴ)事業

本社リニューアル
に係る事務所内装
設備

41 平成17年6月 -

エイベックス 
ネットワーク
㈱

本社事務所  
(東京都港区)

ＮＣ(ネットワー
ク・コミュニケー
ション)事業

本社リニューアル
に係る事務所内装
設備

25 平成17年6月 -



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 184,631,000

計 184,631,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 46,157,810 46,157,810
東京証券取引所
市場第一部

―

計 46,157,810 46,157,810 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注)  エイベックス㈱(平成17年4月1日付で、エイベックス・エンタテインメント㈱に商号変更）との吸収分割

により承継したものである。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 1 当社は平成17年9月30日現在自己株式を3,210千株(6.95％)保有しており、上記大株主からは除外して 

   おります。 

  2 ㈲マックス2000及び㈲ティーズ・キャピタルはそれぞれ、当社代表取締役社長松浦勝人及び常務取締役

     小林敏雄が代表取締役を務めております。   

   3 日本マスタートラスト信託銀行㈱及び日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託 

   業務に係る株式数はそれぞれ3,034,700株及び2,104,600株であります。 

   4 千葉龍平の所有株式数のうち、632,100株については、㈱ＵＳＥＮによる質権が設定されております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日（注） ― 46,157 ― 4,229 75 5,076

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱ＵＳＥＮ 東京都千代田区永田町２―11―１ 9,831 21.30

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 3,475 7.52

松 浦 勝 人 東京都大田区田園調布５―16―８ 2,234 4.84

小 林 敏 雄 東京都港区六本木５―15―12―603 2,234 4.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 2,108 4.56

㈲マックス2000 東京都大田区田園調布５―16―８ 1,150 2.49

㈲ティーズ・キャピタル 東京都港区六本木５―15―12―603 1,150 2.49

指定単受託者三井アセット 
信託銀行㈱１口 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱)

東京都港区芝３―23―１
(東京都中央区晴海１―８―11)

1,110 2.40

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエルオム
ニバスアカウント 
(常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行株式会社兜町証券決
済業務室)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

1,094 2.37

千 葉 龍 平 
質権者 ㈱ＵＳＥＮ

東京都千代田区永田町２―11―１ 767 1.66

計 ― 25,157 54.50



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,900株（議決権数39個）

含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式37株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   

3,210,300
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,756,100
427,561 同 上

単元未満株式
普通株式

191,410
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 46,157,810 ― ―

総株主の議決権 ― 427,561 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
エイベックス・グループ・
ホールディングス㈱

港区南青山３―１―30 3,210,300 ― 3,210,300 6.95

計 ― 3,210,300 ― 3,210,300 6.95



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

       

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,823 1,744 1,610 1,863 1,809 2,085

最低(円) 1,492 1,421 1,376 1,553 1,661 1,780



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表ならびに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 2,869 4,890 5,357

受取手形及び売掛金 9,420 13,108 9,954

たな卸資産 6,020 3,805 5,431

前払費用 1,308 1,279 1,056

前払印税 1,589 1,245 892

その他 5,466 7,757 6,567

貸倒引当金 △116 △227 △119

流動資産合計 26,556 42.2 31,859 47.4 29,141 44.8

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※１

建物及び構築物 ※２ 4,335 4,066 3,940

土地 ※２ 18,879 18,725 18,725

その他 739 23,954 38.0 932 23,724 35.3 737 23,403 36.0

無形固定資産 1,234 2.0 1,011 1.5 1,099 1.7

投資その他の資産

投資有価証券 5,236 6,307 6,434

長期前払費用 218 336 367

敷金及び差入保証金 1,488 1,305 1,408

その他 4,391 2,954 3,406

貸倒引当金 △137 11,196 17.8 △255 10,649 15.8 △280 11,337 17.5

固定資産合計 36,386 57.8 35,386 52.6 35,840 55.2

資産合計 62,943 100.0 67,245 100.0 64,981 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 1,436 1,247 1,097 

短期借入金 ※４ 7,013 4,000 2,000 

１年以内返済予定 
長期借入金

※２ 3,000 3,000 3,001 

未払金 5,496 7,521 7,163 

未払印税 3,922 5,443 5,450 

未払法人税等 1,029 613 3,775 

返品引当金 889 2,383 2,286 

事業閉鎖損失引当金 ― 432 768 

その他 2,045 2,505 3,199 

流動負債合計 24,832 39.4 27,147 40.3 28,744 44.2 

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※２ 6,012 8,000 4,500 

退職給付引当金 403 391 392 

役員退職慰労引当金 371 298 389 

その他 881 857 878 

固定負債合計 7,669 12.2 9,547 14.2 6,160 9.5 

負債合計 32,501 51.6 36,695 54.5 34,904 53.7 

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― 53 0.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,229 6.7 4,229 6.3 4,229 6.5 

Ⅱ 資本剰余金 5,001 7.9 5,001 7.4 5,001 7.7 

Ⅲ 利益剰余金 24,533 39.0 25,724 38.3 25,754 39.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 219 0.3 1,019 1.5 602 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定 △37 △0.0 △15 △0.0 △50 △0.1

Ⅵ 自己株式 △3,505 △5.5 △5,462 △8.1 △5,461 △8.4

資本合計 30,441 48.4 30,496 45.4 30,076 46.3 

負債、少数株主持分及び 
資本合計

62,943 100.0 67,245 100.0 64,981 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 32,164 100.0 38,179 100.0 75,418 100.0 

Ⅱ 売上原価 22,188 69.0 23,828 62.4 48,353 64.1 

売上総利益 9,975 31.0 14,350 37.6 27,064 35.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費

広告宣伝費 3,254 4,014 7,083 

販売促進費 576 657 1,154 

貸倒引当金繰入額 15 125 19 

従業員給料・賞与 2,039 2,110 4,652 

退職給付費用 42 42 85 

役員退職慰労引当金 
繰入額

44 48 89 

減価償却費 542 563 1,069 

その他 3,940 10,455 32.5 4,788 12,350 32.4 8,640 22,795 30.2 

営業利益又は営業損失(△) △479 △1.5 1,999 5.2 4,269 5.7 

Ⅳ 営業外収益

受取利息 6 7 12 

受取配当金 22 7 25 

持分法による投資利益 67 176 306 

未払印税整理益 6 9 12 

その他 61 164 0.5 47 248 0.6 115 472 0.6 

Ⅴ 営業外費用

支払利息 78 72 156 

為替差損 ― 2 2 

支払手数料 10 11 19 

その他 88 177 0.5 8 94 0.2 133 311 0.4 

経常利益又は経常損失(△) △492 △1.5 2,153 5.6 4,431 5.9 

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 ― 78 498 

保険解約収入 6 ― 293 

持分変動利益 4 ― 16 

その他 2 13 0.0 6 85 0.3 23 831 1.1 

Ⅶ 特別損失

固定資産除売却損 ※１ 20 31 176 

投資有価証券評価損 409 138 710 

ゴルフ会員権評価損 7 ― 7 

減損損失 ※２ 571 ― 769 

事業閉鎖損失引当金 
繰入額

― 88 770 

その他 2 1,012 3.1 11 269 0.7 235 2,669 3.6 

税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△)

△1,490 △4.6 1,969 5.2 2,592 3.4 

法人税、住民税 
及び事業税

987 611 4,582 

法人税等調整額 △1,211 △223 △0.7 271 882 2.4 △2,826 1,756 2.3 

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

△1,267 △3.9 1,087 2.8 836 1.1 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,001 5,001 5,001

Ⅱ 資本剰余金中間 
  期末(期末)残高

5,001 5,001 5,001

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 26,888 25,754 26,888

Ⅱ 利益剰余金増加高

中間(当期)純利益 ― 1,087 836

持分法適用会社増加に
伴う増加高

141 141 ― 1,087 141 977

Ⅲ 利益剰余金減少高

配当金 883 858 1,765

役員賞与 251 258 251

(うち監査役賞与) (2) (―) (2)

中間純損失 1,267 ― ―

連結子会社増加に伴う
減少高

94 2,496 ― 1,117 94 2,111

Ⅳ 利益剰余金中間 
  期末(期末)残高

24,533 25,724 25,754



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)
純利益又は税金等調整前
中間純損失(△)

△1,490 1,969 2,592

減価償却費 730 768 1,474

減損損失 571 ― 769

返品引当金の増減額 
(△は減少)

△414 96 983

事業閉鎖損失引当金の 
増減額(△は減少)

― △331 768

受取利息及び受取配当金 △28 △15 △38

支払利息 78 72 156

固定資産除売却損 20 31 176

ゴルフ会員権評価損 7 ― 7

投資有価証券評価損 409 138 710

売上債権の増減額 
(△は増加)

1,457 △3,132 923

たな卸資産の増減額 
(△は増加)

△655 1,639 △85

前払費用の増減額 
(△は増加)

279 △103 528

前払印税の増減額 
(△は増加)

△161 △326 536

前渡金の増減額 
(△は増加)

― △1,955 △246

長期前払費用の増減額 
(△は増加)

215 31 65

仕入債務の増減額 
(△は減少)

△23 106 △342

未払金の増減額 
(△は減少)

△150 601 1,180

未払印税の増減額 
(△は減少)

△777 △15 768

役員賞与の支払額 △251 △258 △251

その他 △493 △1,211 △468

小計 △675 △1,891 10,211

利息及び配当金の受取額 65 146 74

利息の支払額 △82 △68 △157

法人税等の還付額 ― 983 ―

法人税等の支払額 △3,402 △3,774 △4,260

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△4,094 △4,605 5,867



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

有形固定資産の 
取得による支出

△250 △887 △496

無形固定資産の 
取得による支出

△143 △446 △331

投資有価証券の売却によ
る収入

― 1,319 1,090

投資有価証券の 
取得による支出

△492 △417 △503

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式等の取得に 
よる支出

△437 ― △437

その他 80 △85 1,332

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△1,243 △517 653

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 7,000 2,000 1,987

長期借入金の借入による
収入

― 5,000 ―

長期借入金の返済による 
支出

△1,500 △1,501 △3,011

自己株式取得・売却によ 
る純増減額

△1 △1 △1,956

配当金の支払額 △881 △864 △1,765

財務活動による 
キャッシュ・フロー

4,616 4,632 △4,745

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  に係る換算差額

3 22 △6

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額(△は減少)

△718 △467 1,769

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  期首残高

3,539 5,357 3,539

Ⅶ 連結範囲の変更を伴う
現金及び現金同等物の
増減額

48 ― 48

Ⅷ 現金及び現金同等物
中間期末(期末)残高

2,869 4,890 5,357



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 16社

連結子会社は、㈱プラ

イム・ディレクション、

㈱ハウディインターナシ

ョナル、㈱アクシヴ、㈱

ヴェルファーレ・エンタ

テインメント、㈱エイベ

ックス・ディストリビュ

ーション、㈱トゥーマッ

クス、エイベックス ネ

ットワーク㈱、㈱エレフ

ァント・ピクチャー、㈲

ベイビーアトランティッ

ク、㈱オフィスバーチ

ー、AV  EXPERIENCE 

AMERICA  INC.、AVEX 

ASIA  LIMITED、AVEX 

TAIWAN INC.、AVEX ASIA 

HOLDINGS LIMITED、AVEX 

ASIA  PROPERTIES 

LIMITED、AVEX  HAWAII, 

INC.であります。

このうち、㈲ベイビー

アトランティック、㈱オ

フィスバーチーの２社に

ついては、当中間連結会

計期間において㈱アクシ

ヴが株式を取得して子会

社としたことから当中間

連結会計期間より連結子

会社に含めることとして

おります。

また、  AVEX ASIA 

PROPERTIES  LIMITED、

AVEX HAWAII, INC.(AVEX 

ASIA  PROPERTIES 

LIMITEDの100％子会社)

の２社については、重要

性が増したことにより当

中間連結会計期間より連

結子会社に含めることと

しております。

(1) 連結子会社の数 15社

連結子会社は、エイベ

ックス・エンタテインメ

ント㈱、㈱ヴェルファー

レ・エンタテインメン

ト、㈱トゥーマックス、

エイベックス・マーケテ

ィングコミュニケーショ

ンズ㈱、エイベックス 

ネットワーク㈱、エイベ

ックス・ライヴ・クリエ

イティヴ㈱、エイベック

ス・プランニング＆デベ

ロップメント㈱、㈱エイ

ベックス マネジメント 

サービス、㈱Para.TV、

AV EXPERIENCE AMERICA 

INC.、AVEX  ASIA 

LIMITED、AVEX  TAIWAN 

INC.、AVEX  ASIA 

HOLDINGS LIMITED、AVEX 

ASIA  PROPERTIES 

LIMITED、AVEX  HAWAII 

INC.であります。 

 当社グループは平成17

年4月1日をもって、グル

ープ各社の各事業領域及

び事業構造・管理機能の

再編を、会社分割、合併

及び株式交換によって実

施いたしました。これに

より、エイベックス㈱は

エイベックス・エンタテ

インメント㈱に、㈱プラ

イム・ディレクションは

エイベックス・ライヴ・

クリエイティヴ㈱に、㈱

アクシヴはエイベック

ス・プランニング＆デベ

ロップメント㈱に、㈱エ

イベックス・ディストリ

ビューションはエイベッ

クス・マーケティング・

コミュニケーションズ㈱

にそれぞれ商号変更いた

しました。また、㈱ハウ

ディインターナショナ

ル、㈱エレファント・ピ

クチャー並びに㈱ベイビ

ーアトランティックの３

社につきましては、それ

ぞれエイベックス・ネッ

トワーク㈱、エイベック

ス・エンタテインメント

㈱、エイベックス・プラ

ンニング＆デベロップメ

ント㈱に合併し解散した

結果、当中間連結会計期

(1) 連結子会社の数 17社

連結子会社名は、「第

１ 企業の概況 ４ 関

係会社の状況」に記載し

ているため省略しており

ます。

平成16年10月１日に分

社型新設分割により設立

したエイベックス㈱に、

音楽映像事業を承継させ

ました。その結果、当社

は持株会社となり、同日

付で商号をエイベック

ス・グループ・ホールデ

ィングス㈱に変更してお

ります。

㈱ベイビーアトランテ

ィックについては、当連

結会計年度において当社

グループ会社の㈱アクシ

ヴが株式の取得により子

会社としたことから当連

結会計年度より連結子会

社に含めることとしてお

ります。また、当中間連

結会計期間において連結

子会社に含めておりまし

た㈱オフィスバーチーは

平成17年１月１日をもっ

て㈱ベイビーアトランテ

ィックに吸収合併された

ため、連結決算日におい

て連結子会社ではなくな

っておりますが、連結子

会社であった期間の損益

計算書及び剰余金計算書

は連結の範囲に含めてお

ります。

㈱エイベックスマネジ

メントサービスにつきま

しては、平成16年10月１

日付でエイベックス・グ

ループ・ホールディング

ス㈱の100％出資会社と

して新たに設立したこと

により連結子会社に含め

ることとしております。

在外子会社につきまし

ては、  AVEX ASIA 

PROPERTIES  LIMITED、

AVEX  HAWAII,INC.(AVEX 

ASIA  PROPERTIES 

LIMITEDの100％子会社)

の２社について、重要性

が増したことにより当連

結会計年度より連結子会

社に含めることとしてお

ります。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

  非連結子会社はAVEX 

UK LIMITED、他２社であ

ります。

間より連結の範囲より除

外しております。

㈱Para.TVについて

は、当中間連結会計期間

においてエイベックス 

ネットワーク㈱が第三者

割当増資により株式を取

得し子会社としたことか

ら当中間連結会計期間よ

り連結子会社に含めるこ

ととしております。

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

     同左

 

 
 
 
 
 
 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等

     同左

 (連結の範囲から除いた理

由)

  非連結子会社のうち、

AVEX UK LIMITED、他２

社は、現在休業中の会社

であることから、合計の

総資産、売上高、中間純

損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、い

ずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲に

含めておりません。

 (連結の範囲から除いた理

由)

     同左

 (連結の範囲から除いた理

由)

  非連結子会社のうち、

AVEX UK LIMITED、他２

社は、現在休業中の会社

であることから、合計の

総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲に含め

ておりません。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用会社

 非連結子会社

  該当ありません。

 関連会社  ４社

  持分法適用会社は、㈱

ホールネットワーク、

BIG  APPLE  ANIME  FEST 

CORPORATION、レーベル

モバイル㈱、メモリーテ

ック㈱であります。

  なお、メモリーテック

㈱は、第三者割当増資の

引受により当社の持分法

適用の関連会社となった

ものであります。

(1) 持分法適用会社

 非連結子会社

  該当ありません。

 関連会社  ３社

   レーベルモバイル㈱、

メモリーテック㈱、㈱エ

ル・カミノ・リアルであ

ります。 

 ㈱ホールネットワー

ク、BIG  APPLE  ANIME 

FEST CORPORATIONは、当

社保有株式を売却したこ

とにより、当中間連結会

計期間より持分法適用会

社の範囲から除外してお

ります。 

 また、㈱エル・カミ

ノ・リアルは、第三者割

当増資の引受により当中

間連結会計期間より当社

の持分法適用の関連会社

となったものでありま

す。 

   

(1) 持分法適用会社

 非連結子会社

  該当ありません。

 関連会社  ４社

   持分法適用会社は、㈱

ホールネットワーク、

BIG  APPLE  ANIME  FEST 

CORPORATION、レーベル

モバイル㈱、メモリーテ

ック㈱であります。

   なお、メモリーテック

㈱は、第三者割当増資の

引受により当連結会計年

度より、当社の持分法適

用の関連会社となったも

のであります。

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称

  非連結子会社

   AVEX UK LIMITED

   他２社

  関連会社

   該当ありません。

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称

  非連結子会社

     同左

  関連会社

     同左

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称

  非連結子会社

     同左

  関連会社

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 非連結子会社について

持分法を適用しない理由

  持分法を適用していな

い非連結子会社のうち、

AVEX UK LIMITED、他２

社は、現在休業中の会社

であることから、中間連

結純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がな

いため、持分法の適用か

ら除外しております。

(3) 非連結子会社について

持分法を適用しない理由

     同左

(3) 非連結子会社について

持分法を適用しない理由

  持分法を適用していな

い非連結子会社のうち、

AVEX UK LIMITED、他２

社は、現在休業中の会社

であることから、当期純

損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用

から除外しております。

(4) 持分法適用会社の事業

年度等に関する事項 

 持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては各社の中間会計

期間に係る中間財務諸表

を使用しております。

(4) 持分法適用会社の事業

年度等に関する事項
同左

(4) 持分法適用会社の事業

年度等に関する事項

  持分法適用会社のう

ち、決算日が連結決算日

と異なる会社については

各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しておりま

す。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項

 連結子会社のうち、㈲ベ

イビーアトランティック、

AV  EXPERIENCE  AMERICA 

INC.、AVEX  ASIA 

LIMITED、AVEX  TAIWAN 

INC.、AVEX ASIA HOLDINGS 

LIMITED、AVEX  ASIA 

PROPERTIES LIMITED、AVEX 

HAWAII, INC.の中間決算日

は６月30日であります。ま

た、㈱オフィスバーチーの

決算日は８月31日でありま

す。中間連結財務諸表の作

成に当たっては、それぞれ

同日現在の財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行なっております。

  連結子会社のうち、AV 

EXPERIENCE  AMERICA 

INC.、AVEX  ASIA 

LIMITED、AVEX  TAIWAN 

INC.、AVEX ASIA HOLDINGS 

LIMITED、AVEX  ASIA 

PROPERTIES LIMITED、AVEX 

HAWAII INC.の中間決算日

は６月30日であります。中

間連結財務諸表の作成に当

たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必

要な調整を行なっておりま

す。

 連結子会社のうち、AV 

EXPERIENCE  AMERICA 

INC.、AVEX  ASIA 

LIMITED、AVEX  TAIWAN 

INC.、AVEX ASIA HOLDINGS 

LIMITED、AVEX  ASIA 

PROPERTIES LIMITED、AVEX 

HAWAII, INC.の決算日は12

月31日であります。連結財

務諸表の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

    ―――――

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

   満期保有目的の債券

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算期末日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    時価のないもの

    …移動平均法によ

る原価法

    時価のないもの 

    …同左

    時価のないもの 

    …同左

    ――――― 投資事業有限責任

組合等への出資 

 最近の決算書に

基づく当社持分相

当額により評価し

ております。   

投資事業有限責任

組合等への出資

 最近の決算書に

基づく当社持分相

当額により評価し

ております。

② たな卸資産

   商品・製品・貯蔵品

    …主として移動平

均法による原価

法

   材料…最終仕入原価

法

   仕掛品・映像使用権

    …個別法による原

価法

② たな卸資産

   商品・製品・貯蔵品

    …同左

   材料…同左

   仕掛品・映像使用権

    …同左

② たな卸資産

   商品・製品・貯蔵品

    …同左

   材料…同左

   仕掛品・映像使用権

    …同左

③ 出資金(投資その他の

資産その他)

  最近の決算書に基づく

持分相当額により評価し

ております。

――――― ―――――

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

   親会社及び国内連結

子会社は定率法、ただ

し平成10年４月１日以

降取得した建物(建物

付属設備は除く)につ

いては定額法、在外連

結子会社は主に所在地

国の会計基準の規定に

基づく定額法によって

おります。なお、ディ

スコ「ヴェルファー

レ」の建物(リース物

件)にかかる内部造作

につきましては、リー

ス期間に対応した耐用

年数に基づく定率法に

よっております。

   なお、耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～48年

その他 ２～20年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

   親会社及び国内連結

子会社は定率法、ただ

し平成10年４月１日以

降取得した建物(建物

付属設備は除く)につ

いては定額法、在外連

結子会社は主に所在地

国の会計基準の規定に

基づく定額法によって

おります。

   なお、耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び
構築物

３～48年

その他 ３～20年
 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法

 ① 有形固定資産

   親会社及び国内連結

子会社は定率法、ただ

し平成10年４月１日以

降取得した建物(建物

付属設備は除く)につ

いては定額法、在外連

結子会社は主に所在地

国の会計基準の規定に

基づく定額法によって

おります。

   なお、耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～48年

その他 ２～20年

 ② 無形固定資産
   自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における利用可能期間
(３～５年)に基づく定
額法によっておりま
す。

 ② 無形固定資産
 自社利用のソフトウ
ェアについては、社内
における利用可能期間
(２～５年)に基づく定
額法によっておりま
す。 

 ② 無形固定資産

   自社利用のソフトウ

ェアについては、社内

における利用可能期間

(３～５年)に基づく定

額法によっておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 返品引当金

   将来の返品による損

失に備えるとともに、

適切な期間損益計算に

資するため、将来の返

品予想額を計上してお

ります。過去の返品実

績等に基づく返品予想

額を返品引当金の繰入

として売上高から直接

控除し、返品受入額は

引当金残高を取崩して

処理しております。

 ② 返品引当金

同左

 ② 返品引当金

同左

―――――  ③ 事業閉鎖損失引当金

   将来の事業閉鎖によ

り発生する損失に備

え、損失発生見込額を

計上しております。

 ③ 事業閉鎖損失引当金

同左

 ③ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

   また、数理計算上の

差異は、発生時の翌連

結会計年度から１年で

費用処理することとし

ております。

 ④ 退職給付引当金

同左

 ④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。

   また、数理計算上の

差異は、発生時の翌連

結会計年度から１年で

費用処理することとし

ております。

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員に対する退職慰

労金の支給に充てるた

め、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給

額の100％を計上して

おります。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

同左

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   役員に対する退職慰

労金の支給に充てるた

め、内規に基づく連結

会計年度末要支給額の

100％を計上しており

ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換

算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて

おります。

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換

算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換

算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。な

お、在外子会社等の資産

及び負債は、決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

  在外連結子会社は、所

在地国の会計基準に従

い、リース資産について

固定資産計上を行ってお

ります。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについ

ては特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

ヘッジ対象

長期借入金の利息

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ

対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

将来の金利変動によ

るリスクの回避を目的

としており、リスクヘ

ッジ目的以外の取引は

行わない方針でありま

す。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

④ ヘッジ有効性評価の

方法

金利スワップにつ

いては、特例処理を採

用しているため、ヘッ

ジの有効性の評価は省

略しております。

④ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の

方法

同左

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事

項

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理
は、税抜方式によってお
ります。

同左 同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同左 同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計の基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は

571百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

     ―――――― (固定資産の減損に係る会計の基準)

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は769百

万円減少しております。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

――――― (中間連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年6

月9日法律第97号)により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、従来、投資その他の資産の「その他」に計上して

おりました当該組合等に係る出資金については、当中

間連結会計期間より「投資有価証券」に計上しており

ます。(前中間連結会計期間1,227百万円、当中間連結

会計期間1,147百万円) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

  従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しておりました「前渡金の増減額

（前中間連結会計期間△83百万円）」は金額的重要性

が増したため当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。 



  
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,348百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,594百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,506百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物及び 
構築物

1,987百万円

土地 18,613百万円

計 20,601百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物及び
構築物

1,923百万円

土地 18,613百万円

計 20,537百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物及び 
構築物

1,955百万円

土地 18,613百万円

計 20,569百万円

 

(2) 担保付債務

１年以内 
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期 
借入金

6,000百万円

計 9,000百万円
 

(2) 担保付債務

１年以内
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期
借入金

8,000百万円

計 11,000百万円

(2) 担保付債務

１年以内 
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期
借入金

4,500百万円

計 7,500百万円

 

３ 保証債務

  連結子会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し、債務保証

を行っております。

㈱ホールネット
ワーク

690百万円  

３        ――――――  

         

３ 保証債務

  連結子会社以外の会社の金融機

関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

㈱ホールネット
ワーク

793百万円

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 3,000百万円

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

15,000百万円

借入実行残高 4,000百万円

差引額 11,000百万円

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 8,000百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

  (1) 固定資産売却損

    有形固定資産

その他 3百万円
 

※１ 固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

   固定資産除却損

    有形固定資産

その他 18百万円

      無形固定資産   13百万円

※１ 固定資産除売却損の内訳は、

次のとおりであります。

  (1) 固定資産売却損

    有形固定資産

建物及び 
構築物

19百万円

土地 7百万円

その他 3百万円

計 30百万円

  (2) 固定資産除却損

    有形固定資産

建物及び 
構築物

11百万円

その他 5百万円

計 17百万円

  (2) 固定資産除却損

    有形固定資産

建物及び 
構築物

135百万円

その他 10百万円

計 146百万円

※２ 当中間連結会計期間における

固定資産の減損損失に関する事

項は、次のとおりであります。

※２   ―――――― ※２ 当連結会計年度における固定

資産の減損損失に関する事項は

次のとおりであります。

  (1) 資産をグルーピングした方

法

    当社グループは音楽・映像

事業の用に供している固定資

産等について、音楽・映像事

業で１つの資産グループと

し、その内、継続的に収支管

理しているスタジオ設備につ

いてはその物件ごとに１つの

資産グループに、音楽・映像

事業の用に供していない賃貸

用不動産等についてはその物

件ごとに１つの資産グループ

としております。

  (1) 資産をグルーピングした方

法

    当社グループは音楽・映像

事業の用に供している固定資

産等について、音楽映像事業

で１つの資産グループとし、

その内、継続的に収支管理し

ている事業用不動産及びスタ

ジオ設備についてはその物件

ごとに１つの資産グループ

に、音楽映像事業の用に供し

ていない賃貸不動産について

はその物件ごとに１つの資産

グループとしております。

  (2) 減損損失の認識に至った経

緯

    賃貸用不動産等につきまし

ては時価の著しい下落のた

め、また、スタジオ設備につ

きましては将来的にも収益向

上の見通しがたたないため、

帳簿価額を回収可能価額まで

減少し、当該減少額を特別損

失として計上いたしました。

  (2) 減損損失の認識に至った経

緯

    賃貸用不動産につきまして

は時価の著しい下落のため、

また、事業用不動産及びスタ

ジオ設備につきましては将来

的にも収益向上の見通しがた

たないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減少し、当該減

少額を特別損失として計上い

たしました。



 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

  (3) 減損損失を認識した資産グ

ループと減損損失計上額の固

定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動

産

建物及び 
構築物・ 
土地

東京都 
港区

404

賃貸用不動

産

建物及び 
構築物・ 
土地

神奈川県 
横浜市

47

スタジオ設

備

建物及び
構築物・
機械装置
等

米国 
ハワイ州

95

スタジオ設

備
建物及び 
構築物等

英国 
ロンドン

23

    (3) 減損損失を認識した資産グ

ループと減損損失計上額の固

定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動

産

建物及び 
構築物・ 
土地

東京都 
港区

404

賃貸用不動

産

建物及び 
構築物・ 
土地

神奈川県 
横浜市

47

事業用不動

産
建物及び 
構築物等

東京都 
港区

197

スタジオ設

備

建物及び 
構築物・ 
機械装置 
等

米国 
ハワイ州

95

スタジオ設

備
建物及び 
構築物等

英国 
ロンドン

23

※減損損失の内訳

建物及び構築物 126百万円

土地 347百万円

その他 97百万円

合計 571百万円

※減損損失の内訳

建物及び構築物 277百万円

土地 347百万円

その他 144百万円

合計 769百万円

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価

額を適用し、土地・建物につ

きましては不動産鑑定士によ

る鑑定評価額、その他のもの

につきましては、第三者によ

り公表されている買取価格を

基に算定しております。

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価

額等を適用し、土地・建物に

つきましては不動産鑑定士に

よる鑑定評価額、その他のも

のにつきましては、第三者に

より公表されている買取価格

等を基に算定しております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 2,869百万円

計 2,869百万円

現金及び現金 
同等物

2,869百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 4,890百万円

計 4,890百万円

現金及び現金
同等物

4,890百万円

 
 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金 5,357百万円

計 5,357百万円

現金及び現金
同等物

5,357百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

1,623 1,420 202

有形固定 
資産 
その他

642 314 328

合計 2,265 1,734 531

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

1,623 1,548 74

有形固定 
資産 
その他

616 347 268

合計 2,239 1,896 343

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

1,623 1,484 138

有形固定 
資産 
その他

645 389 256

合計 2,268 1,873 394

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 286百万円

１年超 284百万円

合計 571百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 216百万円

１年超 158百万円

合計 375百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 271百万円

１年超 135百万円

合計 407百万円

 (3) 支払リース料、減価償却相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 151百万円

減価償却費 
相当額

125百万円

支払利息 
相当額

11百万円

 (3) 支払リース料、減価償却相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 147百万円

減価償却費
相当額

125百万円

支払利息
相当額

6百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 289百万円

減価償却費
相当額

242百万円

支払利息
相当額

19百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を０とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 36百万円

１年超 69百万円

合計 105百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 44百万円

１年超 44百万円

合計 88百万円

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 45百万円

１年超 62百万円

合計 107百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

  

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、売買目的有価証券以外の有価証券について、409百万円の減損処理を行っており

ます。 

なお、当社は、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のある有価証券については、中間連結決算日における

時価が、取得価額の50％以上下落しているすべての銘柄、ならびに30％以上下落しており、過去における時価の

推移を勘案し、回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

また、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のない有価証券については、取得価額に対して、実質価額が著

しく低下した状況が続き、将来、回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

  

区分 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 1,083 1,264 180

(2) 社債 300 300 ―

(3) その他 384 481 96

計 1,767 2,045 277

区分
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

非上場外国債 500

計 500

(2) その他有価証券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

非上場株式（店頭売買株式を除く) 1,342

計 1,342



(当中間連結会計期間) 

  

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、売買目的有価証券以外の有価証券について、138百万円の減損処理を行っており

ます。 

なお、当社は、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のある有価証券については、中間連結決算日における

時価が、取得価額の50％以上下落しているすべての銘柄、ならびに30％以上下落しており、過去における時価の

推移を勘案し、回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

また、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のない有価証券については、取得価額に対して、実質価額が著

しく低下した状況が続き、将来、回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

  

区分 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 830 2,358 1,527

計 830 2,358 1,527

区分
当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

 その他有価証券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

①非上場株式 1,079

②投資事業有限責任組合等への出資等 1,147

計 2,227



(前連結会計年度) 

  

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、売買目的有価証券以外の有価証券について、710百万円の減損処理を行っておりま

す。 

なお、当社は、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のある有価証券については、連結決算日における時価

が、取得価額の50％以上下落しているすべての銘柄、及び30％以上下落し、かつ、過去における時価の推移を

勘案し回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

また、売買目的有価証券以外の有価証券で時価のない有価証券については、取得価額に対して実質価額が著し

く低下した状況が続き、将来回復可能性がないと判断した銘柄を減損処理の対象としております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 前連結会計年度末(平成17年３月31日)

その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 630 1,499 869

(2) 社債 300 300 ―

計 930 1,799 869

区分
前連結会計年度末
(平成17年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表
計上額(百万円)

非上場外国債 500

計 500

(2) その他有価証券
連結貸借対照表
計上額(百万円)

 ① 非上場株式 1,278

 ② 投資事業有限責任組合等への出資等 1,258

計 2,536

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、ヘッジ会計を適用して

おりますので注記の対象から除いて

おります。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)      

 
(注) ① 事業の区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮し、音楽映像事業、その他の事業に区分しております。 

② 各事業の主な製品 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)            

 
(注) ① 事業の区分の方法 

事業区分は、コンテンツ制作・製品・サービス等の種類・性質、販売形態等の類似性を考慮し、「ＣＣ事業

（コンテンツ・クリエイティヴ事業）」、「ＰＣ事業(パッケージ・コミュニケーション事業）」、「ＮＣ

事業（ネットワーク・コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）」、

「その他の事業」の5事業に区分しております。 

② 各事業の主な製品・サービス 

音楽映像事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

30,368 1,795 32,164 ― 32,164

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

245 186 432 △432 ―

計 30,614 1,982 32,597 △432 32,164

営業費用 31,407 1,676 33,083 △439 32,644

営業利益又は営業損失(△) △792 306 △486 6 △479

(a) 音楽映像事業……音楽・映像ソフトの企画・制作、製造及び販売、著作隣接権等の印税収入、音源原

盤・映像原版の制作、音楽ソフト等の著作権管理、スタジオ運営、ディスコ経営、

各種コンサート、イベントの企画及び制作、アーティスト・マネージメント、音楽

スクールの運営、ネットワーク関連サービス、映画の配給

(b) その他の事業……販促物及びキャラクター商品の販売、旅行業及び旅行保険取扱業務、不動産賃貸

業、書籍出版業等

 
ＣＣ事業 
(百万円)

 
ＰＣ事業 
(百万円)

ＮＣ事業 
(百万円)

ＬＣ事業 
(百万円)

その他 
の事業 
(百万円)

計 
(百万円)

 
消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円) 

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,330 22,509 6,683 3,961 694 38,179 ― 38,179

(2) セグメント間の 
  内部売上高

又は振替高
14,778 91 271 503 423 16,068 △16,068 ―

計 19,108 22,601 6,954 4,464 1,118 54,247 △16,068 38,179

営業費用 18,455 22,297 6,432 4,219 1,003 52,408 △16,229 36,179

営業利益 652 303 522 245 114 1,838 161 1,999

(a)ＣＣ事業  
 (コンテンツ・クリエイティヴ事業）

……音楽・映像コンテンツの制作・宣伝、及びアーティス

ト・タレントのマネージメント業務、音楽出版事業、著

作隣接権等印税収入、映画配給、スタジオ運営等

(b)ＰＣ事業 
 (パッケージ・コミュニケーション事業)

……音楽・映像コンテンツの製造（パッケージ製造）及び販
売事業

(C)ＮＣ事業 
 (ネットワーク・コミュニケーション事業)

……音楽・映像コンテンツの配信事業、ファンクラブ事業、
マーチャンダイジング事業

(d)ＬＣ事業 
 (ライヴ・コミュニケーション事業)

……ライヴ・コンサートの企画・制作事業

(e)その他の事業 ……新人アーティストの開発・育成事業、スクール事業（エ

イベックス アーティストアカデミー）、レストラン事

業、不動産賃貸事業他



 ③  事業区分の変更 

  従来、事業の種類別セグメントを「音楽映像事業」、「その他の事業」の2区分としておりましたが、平成17

年4月1日のグループ各社の構造改革(各事業領域及び事業構造・管理機能の再編）の実施に伴い、当社グループ

の社内管理区分をベースに、製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して「ＣＣ事業（コンテンツ・ク

リエイティヴ事業」、「ＰＣ事業（パッケージ・コミュニケーション事業）」、「ＮＣ事業（ネットワーク・

コミュニケーション事業）」、「ＬＣ事業（ライヴ・コミュニケーション事業）」、「その他の事業」の5区分

に変更いたしました。この変更は、企業集団としての事業管理の実態をより明確に表示し、事業の種類別セグ

メント情報の有用性を高めるために行ったものであります。 

 なお、当中間連結会計期間において用いた事業区分によった場合の前中間連結会計期間の事業の種類別セグ

メント情報は以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)   

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)         

 
(注) ① 事業の区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮し、音楽映像事業、その他の事業に区分しております。 

② 各事業の主な製品 

 
  

 
ＣＣ事業 
(百万円)

 
ＰＣ事業 
(百万円)

ＮＣ事業 
(百万円)

ＬＣ事業 
(百万円)

その他 
の事業 
(百万円)

計 
(百万円)

 
消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円) 

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

4,231 19,406 3,859 3,784 882 32,164 ― 32,164

(2) セグメント間の 
  内部売上高

又は振替高
11,165 268 516 333 373 12,658 △12,658 ―

計 15,397 19,674 4,376 4,117 1,256 44,822 △12,658 32,164

営業費用 16,643 19,561 3,931 3,971 1,325 45,434 △12,790 32,644

営業利益又は 
営業損失(△)

△1,246 113 444 145 △69 △612 132 △479

音楽映像事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

71,979 3,438 75,418 ― 75,418

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

443 484 928 △928 ―

計 72,423 3,923 76,346 △928 75,418

営業費用 69,064 3,027 72,092 △943 71,148

営業利益 3,358 895 4,254 15 4,269

(a) 音楽映像事業……音楽・映像ソフトの企画・制作、製造及び販売、映画の配給、著作隣接権等の印税

収入、音源原盤・映像原版の制作、音楽ソフト等の著作権管理、スタジオ運営、各

種コンサート、イベントの企画及び制作、アーティスト・マネージメント、ネット

ワーク関連サービス、ディスコ経営、レストラン経営、音楽スクールの運営

(b) その他の事業……アーティスト・アニメキャラクター商品の販売、不動産賃貸業、旅行業及び旅行保

険取扱業務等



《参考》 

   当中間連結会計期間において用いた事業区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント 

 情報は以下のとおりであります。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)         

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17

年３月31日）において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17

年３月31日）において、海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 

ＣＣ事業
(百万円)

ＰＣ事業 
(百万円)

ＮＣ事業
(百万円)

ＬＣ事業
(百万円)

その他
の事業 
(百万円)

計
(百万円)

 
消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円) 

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,465 49,702 8,606 6,706 1,937 75,418 ― 75,418

(2) セグメント間の 
  内部売上高

又は振替高
29,824 653 1,036 690 806 33,010 △33,010 ―

計 38,289 50,355 9,642 7,397 2,744 108,429 △33,010 75,418

営業費用 36,885 48,818 8,725 7,149 2,835 104,414 △33,265 71,148

営業利益又は 
営業損失(△）

1,403 1,536 917 248 △91 4,014 254 4,269



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 689円52銭 １株当たり純資産額 710円11銭 １株当たり純資産額 691円34銭

１株当たり 
中間純損失金額

28円72銭
１株当たり 
中間純利益金額

25円32銭
１株当たり
当期純利益金額

10円22銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり中

間純損失金額については、１

株当たり中間純損失であり、

潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

(注) 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失(△)(百万円) △1,267 1,087 836

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 385

 (うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (385)

普通株式に係る中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△)(百万円)
△1,267 1,087 451

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,149 42,947 44,125



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(会社分割) 

 平成16年６月27日に開催された定

時株主総会で承認された会社分割計

画書に基づき、平成16年10月１日

に、当社の音楽・映像事業を新設の

エイベックス株式会社に承継させる

とともに、自らは持株会社に移行し

て、社名をエイベックス・グルー

プ・ホールディングス株式会社に変

更いたしました。 

 なお、会社分割の目的及び承継し

た資産、負債の金額は以下のとおり

であります。

(1) 会社分割の目的

  創立以来当社は、ヒットの有無

による業績変動のリスクを回避

し、事業を安定させることを目的

として、グループ展開を図ってま

いりました。その中心的事業であ

る音楽パッケージ市場は縮小傾向

にありますが、音楽の総需要は増

加しており、新たなビジネスチャ

ンスも生まれております。

  このような事業環境の変化を見

越してエイベックス・グループ

は、2000 年 に「SS21(Success 

Story 21)」を発表し、事業ドメイ

ンの再設定を行いました。さらに

創立15周年にあたる昨年、プロジ

ェクト「20'08」をスタートし、新

たな方針、目標達成のために、戦

略と組織の再構築を図っておりま

す。本件分割は、その第一ステッ

プとして持株会社体制に移行し、

グループ全体のガバナンスは持株

会社が担い、各事業の特色を打ち

出しつつ、各事業間のシナジーを

最大限に発揮できる仕組みと体制

を作り上げていこうとするもので

あります。

(2) 新設会社へ承継した資産及び負

債

  資産合計    17,116百万円

  負債合計     7,439百万円

      ――――― (エイベックス・グループの再編に

ついて)

 当社グループは昨年秋より、新し

い環境変化に適応し、「クリエイテ

ィヴ・ベースト・カンパニー」とし

てさらなる成長をとげるために、エ

イベックス・グループの構造改革を

推進してまいりましたが、以下のと

おり平成17年４月１日をもって、当

社（以下「AGHD」）を含むグループ

会社の各事業領域及び事業構造・管

理機能の再編を、会社分割、合併及

び株式交換によって実施いたしまし

た。

(1) AGHDは、平成17年２月10日に開

催された取締役会の決議により、

平成17年４月１日付をもって、エ

イベックス株式会社(平成17年４

月１日付でエイベックス・エンタ

テインメント株式会社 (以下

「AEI」)に商号変更)より人的吸

収分割により制作宣伝事業本部本

部長室国際部の一部及び契約部の

一部を、株式会社プライム・ディ

レクション(平成17年４月１日付

でエイベックス・ライヴ・クリエ

イティヴ株式会社(以下「ALC」)

に商号変更)より人的吸収分割に

より出版事業部の一部及び管理部

の一部の営業を、株式会社アクシ

ヴ(平成17年４月１日付でエイベ

ックス・プランニング＆デベロッ

プメント株式会社(以下「APD」)

に商号変更)より人的吸収分割に

より新規事業の一部及び管理本部

の営業を、それぞれ承継いたしま

した。

(2) ① AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日で、制作宣伝事業本部本部

長室国際部の一部及び契約部

の一部の営業を、人的吸収分

割によりAGHDに承継させまし

た。

  ② AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日で、編成本部及び制作宣伝

事業本部本部長室国際部の一

部の営業を人的吸収分割によ

り、株式会社エイベックス・

ディストリビューション(平

成17年４月１日付でエイベッ

クス・マーケティング・コミ

ュニケーションズ株式会社

(以下「AMC」)に商号変更)に

承継させました。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ③ AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、株式交換により株式

会社トゥーマックス(以下

「TM」)を完全子会社といた

しました。

  ④ AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、株式会社エレファン

ト・ピ ク チ ャ ー ( 以 下

「EPI」)を吸収合併いたしま

した。

  ⑤ AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、ALCよりレーベル事

業部の一部、スタジオ事業

部、開発ルームの一部及び企

画ルームの営業を、人的吸収

分割により承継いたしまし

た。

  ⑥ AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、APDよりエグゼクテ

ィブオフィス、R&D事業部の

一部、クリエイティブ事業部

の一部、メディア＆プランニ

ング事業部の一部、マネジメ

ント事業部の一部、BRM事業

部の一部、映像事業部の一部

及びライツマネジメント事業

部の一部の営業を、人的吸収

分割により承継いたしまし

た。

  ⑦ AEIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、AMCよりJ-moreレー

ベルの音楽制作・宣伝に関す

る営業を、人的吸収分割によ

り承継いたしました。

(3) ① ALCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付をもって、出版事業部の

一部、管理部の一部の営業

を、人的吸収分割によりAGHD

に承継させました。

  ② ALCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、レーベル事業部の一

部、スタジオ事業部、開発ル

ームの一部及び企画ルームの

営業を、人的吸収分割により

AEIに承継させました。



  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ③ ALCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、レーベル事業部の一

部及び管理部の一部の営業

を、人的吸収分割によりAMC

に承継させました。

  ④ ALCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、APDよりクリエイテ

ィブ事業部の一部の営業を、

人的吸収分割により承継いた

しました。

(4) 株式会社ハウディインターナシ

ョナル(以下「ハウディ」)は、平

成17年２月25日に開催された臨時

株主総会の決議により平成17年４

月１日付でエイベックス ネット

ワーク株式会社(以下「ANI」)に

合併し解散いたしました。

(5) ① APDは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、株式会社ベイビーア

トランティック(以下「BA」)

を吸収合併いたしました。

  ② APDは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、新規事業の一部及び

管理本部の営業を、人的吸収

分割によりAGHDに承継させま

した。

  ③ APDは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、エクゼクティブオフ

ィス、R&D事業部の一部、ク

リエイティブ事業部の一部、

メディア＆プランニング事業

部の一部、マネジメント事業

部の一部、BRM事業部の一

部、映像事業部の一部及びラ

イツマネジメント事業部の一

部の営業を、人的吸収分割に

よりAEIに承継させました。

  ④ APDは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で新規事業の一部及びラ

イツ＆プランニング事業部の

営業を、人的吸収分割により

ANIに承継させました。

  ⑤ APDは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付でクリエイティブ事業の

一部の営業を、人的吸収分割

によりALCに承継させまし

た。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(6) ① AMCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、AEIより編成本部の

一部及び制作宣伝事業本部本

部長室国際部の一部の営業を

人的吸収分割により、承継い

たしました。

  ② AMCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、J-moreレーベルの音

楽制作・宣伝に関する営業

を、人的吸収分割により、

AEIに承継させました。

  ③ AMCは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付で、ALCよりレーベル事

業部の一部及び管理部の一部

の営業を、人的吸収分割によ

り承継いたしました。

(7) TMは、平成17年２月25日に開催

された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年４月１日付で株式交

換により、AEIの完全子会社とな

りました。

(8) ① ANIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付をもって、ハウディを吸

収合併いたしました。

  ② ANIは、平成17年２月25日

に開催された臨時株主総会の

決議により、平成17年４月１

日付でAPDより新規事業の一

部及びライツ＆プランニング

事業部の一部の営業を、人的

吸収分割により、承継いたし

ました。

(9) EPIは、平成17年２月25日に開

催された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年４月１日付でAEIに

合併し解散いたしました。

(10) BAは、平成17年２月25日に開

催された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年４月１日付でAPDに

合併し解散いたしました。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,709 2,866 2,926 

売掛金 5,325 675 153 

たな卸資産 4,500 ― ―

前払費用 961 166 39 

前払印税 1,044 9 ―

その他 4,793 629 1,644 

貸倒引当金 △16 △2 △3

流動資産合計 18,318 34.4 4,345 9.6 4,760 10.1 

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※１  

建物 ※２ 3,700 3,084 2,915 

土地 ※２ 18,836 18,684 18,682 

その他 486 445 333 

計 23,024 22,213 21,930 

無形固定資産 754 412 574 

投資その他の資産

投資有価証券 6,115 16,502 16,933

長期前払費用 144 ― ―

敷金及び差入保証金 1,329 323 308 

その他 3,635 1,736 2,585

貸倒引当金 △83 △51 △51

計 11,140 18,510 19,775 

固定資産合計 34,918 65.6 41,137 90.4 42,281 89.9 

資産合計 53,236 100.0 45,482 100.0 47,041 100.0 



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

買掛金 820 ― ―

短期借入金 ※４ 7,000 4,000 2,000 

１年以内返済予定 
長期借入金

※２ 3,000 3,000 3,000 

未払金 2,478 526 698 

未払印税 3,275 623 ―

未払法人税等 12 10 12 

預り金 6,244 8,489 16,176 

返品引当金 773 ― ―

事業閉鎖損失引当金 ― 119 79

その他 429 280 193 

流動負債合計 24,033 45.1 17,049 37.5 22,161 47.1 

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※２ 6,000 8,000 4,500 

退職給付引当金 261 88 62 

役員退職慰労引当金 164 161 185 

その他 432 387 404 

固定負債合計 6,858 12.9 8,636 19.0 5,152 11.0 

負債合計 30,892 58.0 25,685 56.5 27,314 58.1 

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,229 8.0 4,229 9.3 4,229 9.0

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 5,001 5,076 5,001 

資本剰余金合計 5,001 9.4 5,076 11.2 5,001 10.6 

Ⅲ 利益剰余金

  利益準備金 501 501 501 

  任意積立金 12,000 12,000 12,000 

  中間(当期)未処分利益 3,900 2,438 2,863 

利益剰余金合計 16,401 30.8 14,940 32.8 15,365 32.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 217 0.4 1,011 2.2 591 1.2 

Ⅴ 自己株式 △3,505 △6.6 △5,461 △12.0 △5,460 △11.6

資本合計 22,344 42.0 19,797 43.5 19,727 41.9 

負債・資本合計 53,236 100.0 45,482 100.0 47,041 100.0 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 16,906 ―
 
 

16,906  

Ⅱ 営業収益 ― 5,681 2,377 

売上高及び営業収益合計 16,906 100.0 5,681 100.0 19,283 100.0 

Ⅲ 売上原価 12,281 ― 12,281 

Ⅳ 営業原価 ― 1,743 252 

売上原価及び営業原価 

合計
12,281 72.6 1,743 30.7 12,533 65.0 

売上総利益 4,624 27.4 3,937 69.3 6,750 35.0 

Ⅴ販売費及び一般管理費 6,908 40.9 3,215 56.6 8,924 46.3 

営業利益 
又は営業損失(△)

△2,283 △13.5 722 12.7 △2,174 △11.3

Ⅵ 営業外収益 ※１ 4,755 28.1 159 2.8 4,794 24.8

Ⅶ 営業外費用 ※２ 181 1.0 98 1.7 278 1.4 

経常利益 2,290 13.6 783 13.8 2,340 12.1 

Ⅷ 特別利益 ※３ 7 0.0 24 0.4 515 2.7 

Ⅸ 特別損失 ※４ 900 5.3 212 3.7 1,435 7.4 

税引前中間(当期)純利益 1,397 8.3 595 10.5 1,420 7.4 

法人税、住民税 
及び事業税

△69 28 △67

法人税等調整額 △931 △1,001 △5.9 242 271 4.8 △757 △824 △4.2

中間(当期)純利益 2,398 14.2 324 5.7 2,245 11.6 

前期繰越利益 1,501 2,114 1,501 

中間配当額 ― ― 882 

中間(当期)未処分利益
3,900 2,438 2,863 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

      ―――――

(1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

   移動平均法による原

価法

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ③ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

 ② その他有価証券

  時価のあるもの

同左

 ③ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

    ――――― 投資事業有限責任組合 
等への出資 
 最近の決算書に基づ
く当社持分相当額によ
り評価しております。

投資事業有限責任組合
等への出資  
    同左  

(2) たな卸資産

 ① 商品及び製品

   移動平均法による原

価法

       ――――― ―――――

 ② 材料 

   最終仕入原価法

 ③ 仕掛品・映像使用権 

   個別法による原価法

 ④ 貯蔵品

   移動平均法による原

価法
(3)  出資金(投資その他の
資産その他)の評価基
準

   最近の決算書に基づ

く当社持分相当額によ

り評価しております。

      ――――― ―――――

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産   
 定率法、ただし、平成
10年４月１日以降取得し
た建物(建物付属設備は
除く)については定額法
によっております。ま
た、ディスコ「ヴェルフ
ァーレ」の建物(リース
物件)にかかる内部造作
につきましては、リース
期間に対応した耐用年数
に基づく定率法によって
おります。 
 なお、耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物 ５～48年 
その他 ２～20年

(1) 有形固定資産
 定率法、ただし、平成
10年４月１日以降取得し
た建物(建物付属設備は
除く)については定額法
によっております。 
 なお、耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物 ３～48年 
その他 ３～20年 
 
  

(1) 有形固定資産  
        同左      



  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 無形固定資産      

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間（３～

５年）に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産     
同左

(2) 無形固定資産     
同左

３ 引当金の計上基準

             

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 返品引当金

  将来の返品による損失

に備えるとともに、適切

な期間損益計算に資する

ため、将来の返品予想額

を計上しております。過

去の返品実績等に基づく

返品予想額を返品引当金

の繰入として売上高から

直接控除し、返品受入額

は引当金残高を取崩して

処理しております。

    ―――――     ―――――

    ――――― (2) 事業閉鎖損失引当金 

 将来の事業閉鎖により

発生する損失に備え、損

失発生見込額を計上して

おります。

(2) 事業閉鎖損失引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。数理計算上の差異

は、その発生時の翌事業

年度から１年で費用処理

することとしておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

数理計算上の差異は、そ

の発生時の翌事業年度か

ら１年で費用処理するこ

ととしております。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支給に充てるため、

内規に基づく中間期末要

支給額の100％を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

  役員に対する退職慰労

金の支給に充てるため、

内規に基づく期末要支給

額の100％を計上してお

ります。



  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は特例処理の要件を満た

しておりますので、特例

処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法 

     同左

① ヘッジ会計の方法 

     同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

   金利スワップ取引

  ヘッジ対象

   長期借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

  将来の金利変動による

リスクの回避を目的とし

ており、リスクヘッジ目

的以外の取引は行わない

方針であります。 

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップについて

は、特例処理を採用して

いるため、ヘッジの有効

性の評価は省略しており

ます。

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

    同左  

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

    同左 

 

 

 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ流動資産の「その

他」に含めて表示してお

ります。

（1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。

（1）消費税等の会計処理 

      同左

 



  

 
 

 

項目
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

（2）  ―――――

    
    
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）持株会社としての損 

   益の表示 

    当社は、平成16年10 

   月1日付けの会社分割 

   により持株会社に移行 

   しております。これに 

   より、持株会社移行後 

   は子会社から受け取る 

   グループ運営負担金収 

   入等が主な収益となる 

   ため、従来の音楽・映 

  像事業等に係る売上高 

  と区分して「営業収 

  益」として表示してお 

   ります。 

   また、営業収益に対応 

   する原価については、 

   従来の音楽・映像事業 

  等に係る売上原価と区 

   分して「営業原価」と 

   して表示しておりま 

   す。 

(2）持株会社としての損 

  益の表示 

     同左

（3）その他  

    記載金額が「0」は 

   百万円未満であること  

   を示しております。ま  

   た、記載金額が「－」 

   は該当金額がないこと 

   を示しております。

（3）その他
      同左      

（3）その他   
      同左      



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計の基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号平

成15年10月31日)が平成16年３月31日

に終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに

伴い、当中間会計期間から同会計基

準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益は

221百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

      ――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)が平成16年３月31

日に終了する事業年度に係る財務諸

表から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準

及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益221

百万円減少しております。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

――――― (中間貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６

月９日法律第97号)により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、従来、投資その他の資産の「その他」に計上して

おりました当該組合等に係る出資金については、当事

業年度より「投資有価証券」に計上しております。(前

中間会計期間1,226百万円、当中間会計期間1,131百万

円)



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

4,458百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,120百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,059百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物 1,987百万円

土地 18,613百万円

計 20,601百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物 1,923百万円

土地 18,613百万円

計 20,537百万円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。

(1) 担保資産

建物 1,955百万円

土地 18,613百万円

計 20,569百万円

(2) 担保付債務

１年以内 
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期 
借入金

6,000百万円

計 9,000百万円

(2) 担保付債務

１年以内
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期
借入金

8,000百万円

計 11,000百万円

(2) 担保付債務

１年以内 
返済予定 
長期 
借入金

3,000百万円

長期
借入金

4,500百万円

計 7,500百万円

３ 保証債務

下記関係会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行って

おります。

㈱ホールネット 
ワーク

690百万円

３            ――――― ３ 保証債務

下記関係会社の金融機関からの

借入に対し、債務保証を行ってお

ります。

㈱ホールネット 
ワーク

793百万円

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 3,000百万円

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

15,000百万円

借入実行残高 4,000百万円

差引額 11,000百万円
 

※４ 当社は、運転資金の効率かつ

安定的な調達を行うため、取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結し

ております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額

10,000百万円

借入実行残高 2,000百万円

差引額 8,000百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円

受取配当金 4,608百万円

関係会社業務 
委託手数料収入

92百万円

出資金運用益 5百万円

為替差益 26百万円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 6百万円

受取配当金 33百万円

投資事業組合等
運用益

89百万円

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 4百万円

受取配当金 4,611百万円

関係会社業務 
委託手数料収入

92百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 87百万円

支払手数料 10百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 83百万円

支払手数料 11百万円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 175百万円

支払手数料 19百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金 
戻入益

2百万円

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

2百万円

投資有価証券売
却益

14百万円
 

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券売
却益

492百万円

 

※４ 特別損失の主要項目

建物除却損 11百万円

その他有形固定 
資産除却損

1百万円

減損損失 221百万円

投資有価証券 
評価損

409百万円

子会社投資損失 256百万円

※４ 特別損失の主要項目

事業閉鎖損失
引当金繰入

39百万円

その他有形固定
資産除却損

18百万円

投資有価証券
評価損

138百万円

※４ 特別損失の主要項目

建物除却損 123百万円

その他有形固定 
資産除却損

1百万円

投資有価証券 
評価損

710百万円

減損損失 221百万円

関係会社株式評
価損

243百万円

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 271百万円

無形固定資産 352百万円
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 185百万円

無形固定資産 375百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 453百万円

無形固定資産 631百万円

 ６ 当中間会計期間における固定

資産の減損損失に関する事項

は、次のとおりであります。

 ６    ―――――  ６ 当事業年度における固定資産

の減損損失に関する事項は、次

のとおりであります。

  (1) 資産をグルーピングした方

法

    当社は音楽・映像事業の用

に供している固定資産等につ

いて、音楽・映像事業で１つ

の資産グループとし、音楽・

映像事業の用に供していない

賃貸用不動産についてはその

物件ごとに１つの資産グルー

プとしております。

  (1) 資産をグルーピングした方

法

    当社は音楽・映像事業の用

に供している固定資産等につ

いて、音楽・映像事業で１つ

の資産グループとし、その

内、継続的に収支管理してい

る事業用不動産についてはそ

の物件ごとに１つの資産グル

ープに、音楽・映像事業の用

に供していない賃貸用不動産

についてはその物件ごとに１

つの資産グループとしており

ます。

  (2) 減損損失の認識に至った経

緯

    賃貸用不動産につきまして

は時価の著しい下落のため、

帳簿価額を回収可能価額まで

減少し、当該減少額を特別損

失として計上いたしました。

  (2) 減損損失の認識に至った経

緯

    賃貸用不動産につきまして

は時価の著しい下落のため、

帳簿価額を回収可能価額まで

減少し、当該減少額を特別損

失として計上いたしました。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

  (3) 減損損失を認識した資産グ

ループと減損損失計上額の固

定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動

産
建物・ 
土地

東京都 
港区

203

賃貸用不動

産
建物・ 
土地

神奈川県
横浜市

18

 

  (3) 減損損失を認識した資産グ

ループと減損損失計上額の固

定資産ごとの内訳

用途 種類 場所
金額 
(百万円)

賃貸用不動

産
建物・
土地

東京都 
港区

203

賃貸用不動

産
建物・
土地

神奈川県
横浜市

18

※減損損失の内訳

  建物 104百万円
  土地 116百万円

  合計 221百万円

※減損損失の内訳

建物 104百万円
土地 116百万円

合計 221百万円

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価

額を適用し、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額を基に算定し

ております。

  (4) 回収可能価額の算定方法

    回収可能価額は正味売却価

額を適用し、不動産鑑定士に

よる鑑定評価額を基に算定し

ております。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物 1,623 1,420 202

有形固定 
資産 
その他

334 199 135

合計 1,957 1,619 337
 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

45 28 17 

合計 45 28 17 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

334 243 91 

合計 334 243 91 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 224百万円

１年超 150百万円

計 375百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 9百万円

１年超 9百万円

計 18百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 46百万円

１年超 17百万円

計 63百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 119百万円

減価償却費 
相当額

95百万円

支払利息相当額 10百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費
相当額

4百万円

支払利息相当額 0百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 60百万円

減価償却費
相当額

54百万円

支払利息相当額 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額相当額を０とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

に係る注記

  未経過リース料

１年内 6百万円

１年超 19百万円

計 25百万円
 

      ――――― ２ オペレーティング・リース取引

に係る注記

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 4百万円

計 7百万円



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日)、当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末

(平成17年３月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 506円12銭 １株当たり純資産額 460円96銭 １株当たり純資産額 459円33銭

１株当たり 
中間純利益金額

54円34銭
１株当たり 
中間純利益金額

7円56銭
１株当たり
当期純利益金額

50円89銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。

(注) 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。

(注) 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 2,398 324 2,245

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

 (うち利益処分による役員賞与金) (―) (―) (―)

普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円) 2,398 324 2,245

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,149 42,947 44,125



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(会社分割) 

 平成16年６月27日に開催された定

時株主総会で承認された会社分割計

画書に基づき、平成16年10月１日

に、当社の音楽・映像事業を新設の

エイベックス株式会社に承継させる

とともに、自らは持株会社に移行し

て、社名をエイベックス・グルー

プ・ホールディングス株式会社に変

更いたしました。 

 なお、会社分割の目的及び承継し

た資産、負債の金額は以下のとおり

であります。

           ――――― (エイベックス・グループの再編に

ついて)

 当社グループは昨年秋より、新し

い環境変化に適応し、「クリエイテ

ィヴ・ベースト・カンパニー」とし

てさらなる成長をとげるために、エ

イベックス・グループの構造改革を

推進してまいりましたが、以下のと

おり平成17年４月１日をもって、当

社（以下「AGHD」）を含むグループ

会社の各事業領域及び事業構造・管

理機能の再編を、会社分割、合併及

び株式交換によって実施いたしまし

た。

(1) 会社分割の目的

  創立以来当社は、ヒットの有無

による業績変動のリスクを回避

し、事業を安定させることを目的

として、グループ展開を図ってま

いりました。その中心的事業であ

る音楽パッケージ市場は縮小傾向

にありますが、音楽の総需要は増

加しており、新たなビジネスチャ

ンスも生まれております。

  このような事業環境の変化を見

越してエイベックス・グループ

は、2000年に「 SS21（ Success 

Story 21）」を発表し、事業ドメ

インの再設定を行いました。さら

に創立15周年にあたる昨年、プロ

ジェクト「20'08」をスタート

し、新たな方針、目標達成のため

に、戦略と組織の再構築を図って

おります。本件分割は、その第一

ステップとして持株会社体制に移

行し、グループ全体のガバナンス

は持株会社が担い、各事業の特色

を打ち出しつつ、各事業間のシナ

ジーを最大限に発揮できる仕組み

と体制を作り上げていこうとする

ものであります。

(2) 新設会社へ承継した資産及び負

債

  資産合計    17,116百万円

  負債合計     7,439百万円

(1) AGHDは、平成17年2月10日に開

催された取締役会の決議により、

平成17年4月1日付で、エイベック

ス株式会社（平成17年4月１日付

でエイベックス・エンタテイメン

ト株式会社（以下「AEI」）に商

号変更）より人的吸収分割により

制作宣伝事業本部本部長室国際部

の一部及び契約部の一部の営業

を、株式会社プライム・ディレク

ション（平成17年4月１日付でエ

イベックス・ライヴ・クリエイテ

ィヴ株式会社（以下「ALC」）に

商号変更）により人的吸収分割に

より出版事業部の一部及び管理部

の一部の営業を、株式会社アクシ

ヴ（平成17年4月1日付でエイベッ

クス・プランニング＆デベロップ

メント株式会社（以下「APD」）

に商号変更）より人的吸収分割に

より新規事業の一部及び管理本部

の営業を、それぞれ承継いたしま

した。
(2) ① AEIは、平成17年2月25日に

開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年４月1日
付で、制作宣伝事業本部本部
長室国際部の一部及び契約部
の一部の営業を、人的吸収分
割によりAGHDに承継させまし
た。

 ② AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、編成本部の一部及び制作
宣伝事業本部本部長室国際部
の一部の営業を人的吸収分割
により、株式会社エイベック
ス・ディストリビューション
(平成17年4月1日付でエイベ
ックス・マーケティング・コ
ミュニケーションズ株式会社
(以下「AMC」)に商号変更)に
承継させました。



 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ③ AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、株式交換により株式会社
トゥーマックス(以下「TM」)
を完全子会社といたしまし
た。

 ④ AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、株式会社エレファント・
ピクチャー(以下「EPI」)を
吸収合併いたしました。

 ⑤ AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、ALCよりレーベル事業部
の一部、スタジオ事業部、開
発ルームの一部及び企画ルー
ムの営業を、人的吸収分割に
より承継いたしました。

 ⑥ AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、APDよりエグゼクティブ
オフィス、R&D事業部の一
部、クリエイティブ事業部の
一部、メディア＆プランニン
グ事業部の一部、マネジメン
ト事業部の一部、BRM事業部
の一部、映像事業部の一部及
びライツマネジメント事業部
の一部の営業を、人的吸収分
割により承継いたしました。

 ⑦ AEIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、AMCよりJ-moreレーベル
の音楽制作・宣伝に関する営
業を、人的吸収分割により承
継いたしました。

(3) ① ALCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月１日
付で、音楽出版事業部の一部
及び管理部の一部の営業を、
人的吸収分割によりAGHDに承
継させました。

 ② ALCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、レーベル事業部の一部、
スタジオ事業部、開発ルーム
の一部及び企画ルームの営業
を、人的吸収分割によりAEI
に承継させました。

 ③ ALCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、レーベル事業部の一部及
び管理部の一部の営業を、人
的吸収分割によりAMCに承継
させました。

 ④ ALCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、APDよりクリエイティブ
事業部の一部の営業を、人的
吸収分割により承継いたしま
した。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4）株式会社ハウディインターナシ

ョナル(以下「ハウディ」)は、平

成17年2月25日に開催された臨時

株主総会の決議により、平成17年

4月1日付で、エイベックスネット

ワーク株式会社（以下「ANI」）

に合併し解散いたしました。
(5）① APDは、平成17年2月25日に

開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、株式会社ベイビーアトラ
ンティック（以下「BA」）を
吸収合併いたしましました。

 ② APDは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、新規事業の一部及び管理
本部の営業を、人的吸収分割
によりAGHDに承継させまし
た。

 ③ APDは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、エグゼクティブオフィ
ス、R&D事業部の一部、クリ
エイティブ事業部の一部、メ
ディア＆プランニング事業部
の一部、マネジメント事業部
の一部、BRM事業部の一部、
映像事業部の一部及びライツ
マネジメント事業部の一部の
営業を、人的吸収分割により
AEIに承継させました。

 ④ APDは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で新規事業の一部及びライツ
＆プランニング事業部の営業
を、人的吸収分割によりANI
に承継させました。

 ⑤ APDは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
でクリエイティブ事業部の一
部の営業を、人的吸収分割に
よりALCに承継させました。

(6) ① AMCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、AEIより編成本部の一部
及び制作宣伝事業本部本部長
室国際部の一部の営業を人的
吸収分割により、承継いたし
ました。

 ② AMCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、J-moreレーベルの音楽制
作・宣伝に関する営業を、人
的吸収分割により、AEIに承
継させました。

 ③ AMCは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
で、ALCよりレーベル事業部
の一部及び管理部の一部の営
業を、人的吸収分割により、
承継いたしました。



 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(7) TMは、平成17年2月25日に開催

された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年4月1日付で株式交換

により、AEIの完全子会社となり

ました。
(8) ① ANIは、平成17年2月25日に

開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
をもって、ハウディを吸収合
併いたしました。

 ② ANIは、平成17年2月25日に
開催された臨時株主総会の決
議により、平成17年4月1日付
でAPDより新規事業の一部及
びライツ＆プランニング事業
部の一部の営業を、人的吸収
分割により、承継いたしまし
た。

(9) EPIは、平成17年2月25日に開

催された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年4月1日付でAEIに合

併し解散いたしました。

(10) BAは、平成17年2月25日に開催

された臨時株主総会の決議によ

り、平成17年4月1日付でAPDに合

併し解散いたしました。



(2) 【その他】 

平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿(実質株主名簿を含む)に記載又は記録された株主又は登録質権者に対

し、支払いを行います。 

  

(イ)中間配当による配当金の総額 858百万円

(ロ)１株当たりの金額 20円00銭

(ハ)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月12日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第18期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条等2項第3号(特定子会 平成17年11月25日

社の異動）の規定に基づくもの 関東財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年3月24日 至 平成17年3月31日） 平成17年４月 8日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年4月 1日 至 平成17年4月30日） 平成17年５月13日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年5月 1日 至 平成17年5月31日） 平成17年６月13日

関東財務局長に提出。

報告期間（自 平成17年6月 1日 至 平成17年6月30日） 平成17年７月12日

関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社（旧エイベックス株式会社）の平成16年４月１

日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成16年

９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９

月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、当中間連結会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準を適用している。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年10月１日付けで会社分割により新設会社に重要

な資産・負債の一部を承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

 

平成16年12月10日

取 締 役 会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長 井      紘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３

１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る

中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成１７

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。  

  

追記情報  

 セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、事業の

種類別セグメントについて従来「音楽映像事業」及び「その他の事業」としていたが、当連結会計年度より

「コンテンツ・クリエイティヴ（CC）事業」「パッケージ・コミュニケーション（PC）事業」「ネットワー

ク・コミュニケーション（NC）事業」「ライヴ・コミュニケーション（LC）事業」及び「その他の事業」に

変更した。  

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

平成17年12月15日

取 締 役 会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   川   陽 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂   本   一   朗  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社（旧エイベックス株式会社）の平成16年４月１

日から平成17年３月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を

適用している。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年10月１日付けで会社分割により新設会社に重要

な資産・負債の一部を承継している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

平成16年12月10日

取 締 役 会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  長 井      紘  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 川  陽 一 郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社 

 

  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３

１日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エイベックス・グループ・ホールディングス株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営

成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

平成17年12月15日

取 締 役 会  御 中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   川   陽 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂   本   一   朗  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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